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昨年発表した調査・推計の背景と概要

保育施設の積極的な整備が進むものの、「待機児童問題」は依然として終息への道筋が見えていませ
ん。NRIは、長年に渡り、「待機児童問題」 が終息しない原因の一つは、「保育施設を利用したい」とい
う保護者のニーズに対し、どこまでが対応すべきニーズで、どこからはそうではないのかといった、“ボーダーラ
イン決め”の議論が中心になっていることだと考えます

そこで、NRIは、今後整備すべき保育の受け皿
の量を従来とは異なる視点で可視化することが、
保育の受け皿充足に向けた検討を前進させる
上で必要と考え、2017年5月、「政府が定める
女性の就業率目標を達成するためには、どの程
度の保育の受け皿が必要か」についての調査・
推計結果を発表しました

その結果、2020年時点で政府目標「25～44歳
の女性就業率77%」を達成するために、追加で
整備が必要な保育の受け皿は88.6万人分と
推計されました（注）

昨年発表した調査・推計結果（2017年5月29日発表）

（注）昨年発表した調査・推計における「保育の受け皿」・「保育サービス」には、幼稚園の預かり保
育を保護者の就労理由により毎日利用する場合を含む。
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今回の発表について

NRIによる昨年の推計結果発表後、国は、新しい計画「子育て安心プラン（2017年6月発表）」に
おいて、女性就業率80%に対応できる約32万人分の保育の受け皿を追加整備すると発表しました。
また、国は、2017年度末までに整備される保育の受け皿が、当初の想定を上回り、全体で約300万
人まで拡大する見込みであると発表しました

そこで、昨年の発表以降、国によって公表された最新の数値を活用するなどして、改めて、政府が定める
女性の就業率目標を達成するためには、どの程度の保育の受け皿が必要かについて推計しました

2018年4月（以下、今年4月）に、未就学児を持つ女性に対して実施したアンケート調査から明らか
になった、保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの実態と合わせて、ご報告します

保育施設： 認可保育所、認定こども園（「保育所」としての利用に限る）、地域型保育事業、認可外保育
施設のことを指し、幼稚園における預かり保育や一時的な保育施設の利用は含まない

保育の受け皿： 特に注釈による説明がない場合、保護者の就労を理由に保育を必要とする子どもに対して、
何らかの保育を提供する体勢のことを指す

【本報告において使用する用語の定義】
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最新の数値を活用し、労働力確保の観点から必要な保育の受け皿量の推計を行った結果、政
府目標（女性就業率80%）達成のためには、「子育て安心プラン」による32万人分に加え
て、あと27.9万人分の保育の受け皿が必要

調査・推計結果 （まとめ）

保護者へのアンケートによると、保育の受け皿充足による出生率上昇効果は十分期待できる。
2022年度末に保育の受け皿充足が実現することで、仮に、その後の出生率が1.65（注）まで
徐々に上昇した場合、2023年以降少なくとも15年間は、保育需要が維持

保護者へのアンケートをもとに推計した結果、今年4月から保育施設の利用希望があったのに
利用できていない子どもの数は、全国に34.8万人。依然として、保育施設の利用希望が叶わ
ない子どもが多数存在

１

２

３

→P.10に詳細

→P.20に詳細

→P.26に詳細

（注）国立社会保障・人口問題研究所が行う「将来推計人口」の出生高位仮定で用いられている出生率の値
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１．保育施設の利用や申込みの実態

２．女性就業率目標達成に必要な保育の受け皿量の推計

３．保育需要の長期推計
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アンケート調査（2018年4月実施）の概要

調査概要

より正確に実態を把握することを目的に、今年度の調査項目は昨年度の調査項目から一部変更した。したがって、昨年度
調査の結果と単純比較はできないことに注意されたい！

 調査名 ： 保育サービスに関するアンケート

 実施時期 ： 2018年4月16日（月）～2018年4月18日（水）

 調査対象 ： 【本調査】 全国の未就学児を持つ女性 3,688人
（居住地域(注1)、子どもの年齢、母親の就労有無別に割付回収）

【追加調査】 全国の未就学児を持つ女性のうち、子どもが今年4月から新たに保育施設
を利用したかったのに利用できなかった女性 400人

（注1）東京圏：東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県
名古屋圏・大阪圏：愛知県、岐阜県、三重県、大阪府、兵庫県、京都府、奈良県
地方圏：上記以外の道県

 調査方法 ： いずれもインターネット調査

 集計方法 ： • 回収されたサンプルの構成比は実際の人口構成比とは異なることから、平成27年国勢調査における人口構成
比を用いて、ウエイトバック集計を実施。調査結果の回答比率はウエイトバック後の数値、サンプル数は実際の
回答数を示す

• 構成比は、小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計が100%にならない場合がある

※本アンケート調査における「保育施設」とは、認可保育所、認定こども園（「保育所」としての利用に限る）、地
域型保育事業、認可外保育施設のことを指し、幼稚園における預かり保育や一時的な保育施設の利用は含
まない
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アンケート調査結果① 保育施設利用希望者の利用状況

東京圏では、利用希望がある子どものうち、母親就労で1割、母親非就労で5割以上が、
実際には利用できていない。また、利用できていない子どもは地方圏にも存在

保育施設利用希望者における利用状況（2018年4月、母親の就労有無および居住地域別）

（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （2018年4月）
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大阪圏

3.9%
7.1%

利用できている
（認可保育施設）

利用できている
（認可外保育施設）

利用できていない

母親が就労 母親が非就労

（1,329）

（438）

（454）

（437）

57.1%

39.9%

63.2%

62.1%

36.1%

54.3%

29.1%

31.2%
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（注）「認可保育施設」には、認可保育所、認定こども園（「保育所」としての利用に限る）、地域型保育事業を含む。「認可外保育施設」
には、自治体の認証保育施設、左記以外の認可外の保育施設を含む（幼稚園の預かり保育は含まない）。

今年4月からの保育施設利用希望者

2018年調査
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【参考】 保育施設利用希望者の利用状況（2017年4月時点）

保育施設利用希望者における利用状況（2017年4月、母親の就労有無および居住地域別）
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（626）
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（167）
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（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （2017年7月）

（注1） 「認可保育施設」には、認可保育所、認定子ども園、家庭的保育（保育ママ）、事業所内保育施設を含む。「その他の保育施設」
には、自治体の認証保育施設、左記以外の認可外の保育施設、幼稚園の預かり保育の保護者の就労理由による毎日利用を含む。

（注2）サンプル数には、実際の回答数を記載したため、昨年度公表資料の内容と異なる。

2017年調査【参考】

2017年4月からの保育施設利用希望者
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「今年4月から保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの数」の推計方法

母親の就労状況、居住地域、子どもの年齢別のアンケート結果を用いて推計

2018年の未就学児童数（NRI推計）

×

アンケートの結果（保育施設利用状況、利用希望、等）
母親の就労状況 居住地域 年齢 児童数（人）

就労している

東京圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

名古屋・大阪圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

地方圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

就労していない

東京圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

名古屋・大阪圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

地方圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

母親の就労状況 居住地域 年齢 保育施設利用率（％）

就労している

東京圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

名古屋・大阪圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

地方圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

就労していない

東京圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

名古屋・大阪圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

地方圏

0歳
1歳
2歳
3歳
4歳
5歳

総務省「平成27年度国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将
来推計人口（平成29年推計）」、NRI「保育サービスに関するアンケート調査
（2018年4月）」を用いて推計
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「今年4月から保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの数」の推計結果

保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもは、全国に34.8万人

アンケート調査から推計された保育施設利用児童数と利用希望児童数（2018年4月、母親の就労有無別）

(万人)

（Ⅰ）保育施設を利用している （Ⅱ）保育施設を利用していない

(Ⅰ-1)
認可保育所を
利用

(Ⅰ-2)
認可外保育所
を利用

(Ⅱ-1)
4月からの利用
希望あり

（Ⅱ-2）
今後（4月から
除く）の利用
希望あり

(Ⅱ-3)
利用希望なし

母親が就労 205.5 190.8 14.7 91.9 13.0 39.0 39.9

母親が非就労 38.7 34.6 4.0 249.6 21.8 77.4 150.3

合計 244.3 225.4 18.8 341.6 34.8 116.5 190.2

（出所） 総務省「平成27年度国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成30年推計）」、
NRI「保育サービスに関するアンケート調査（2018年4月）」を用いて推計

今年4月から保育施設の利用希望があったのに利用できていない子ども
34.8万人

（【参考】昨年発表の推計値は34.6万人（2017年4月時点））
（注）「認可保育施設」には、認可保育所、認定こども園（「保育所」としての利用に限る）、地域型保育事業を含む。「認可外保育施設」

には、自治体の認証保育施設、左記以外の認可外の保育施設を含む（幼稚園の預かり保育は含まない）。
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アンケート調査結果② 保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの背景

利用希望があるのに利用できていない子どもの過半数が、「申込みを行ったいずれの保育
施設にも入園できず」。一方、4割が利用希望を持ちながら実際には「申込みを行わず」

55.3%

7.4%

37.3%

申込みを行った
いずれの保育施設にも
入園できなかったため

そもそも申込みを
行わなかったため

申込みを行った保育施設の中に
入園できる保育施設があったが、

希望を満たさず、入園を辞退したため

保育施設の利用希望があったのに利用できていない理由 保育施設の利用希望があったのに利用できていない理由

（N=231） （N=216）

42.5%

6.5%

40.2%

10.9%

申込みを行った
いずれの保育施設にも
入園できなかったため

その他(注)

そもそも申込みを
行わなかったため

申込みを行った保育施設の中に
入園できる保育施設があったが、
希望を満たさず、入園を辞退したため

（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （左：2018年4月、右：2017年7月）

2017年調査【参考】

（注）「その他」は、2017年調査のみ設定。自由記述による回答を精査したところ、他の選択肢のいずれ
かに分類されることが判明したことから、2018年調査では「その他」を設けずに調査を実施した

保育施設の利用希望があったのに利用できていない子ども 保育施設の利用希望があったのに利用できていない子ども

2018年調査
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アンケート調査結果③ 保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの背景

利用希望を持ちながら実際には申込みを行わなかった人のうち、
「申し込んでもどうせ無理だから」と諦めて申し込まなかった人は約2割

55.3%

7.4%

37.3%

申込みを行った
いずれの保育施設にも
入園できなかったため

申込みを行った保育施設の中に
入園できる保育施設があったが、

希望を満たさず、入園を辞退したため

そもそも申込みを
行わなかったため

保育施設の利用希望があったのに利用できていない理由
保育施設の利用希望があったにもかかわらず
申込みを行わなかった理由（複数回答）

（N=231）
（N=281（注））

0 5 10 15 20 25 30 35 40

申込み要件を
満たしていなかったため

15.3%

保育施設よりも別の保育
サービスを利用することを

優先したため

保育施設よりも幼稚園に
通うことを優先したため

19.3%

保育施設よりも自宅で世話する
ことを優先したため 25.8%

申込み要件は満たしていたが、
申し込んでも利用できないと

思ったため

申込み期限を過ぎていたため

35.1%

その他

28.0%

3.3%

2.7%

【再掲】

（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （2018年4月）
（注）右は、追加調査で回収したサンプルのうち、当該調査項目の回答対象であるサンプルを含めて集計

保育施設の利用希望があったのに利用できていない子ども 保育施設の利用希望があったのに申込みを行わなかった子ども
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アンケート調査結果④ 保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの背景

申込みを行わなかった人でも、7割は何らかの保活を実施
自治体や保育施設への相談を実施した人はそれぞれ3割前後

69.2%

30.8%

何らかの保活を実施

保活をしていない

保育施設の利用希望があったにもかかわらず、申込みを
行わなかった子どもの保護者の保活（注1）実施有無

保育施設の利用希望があったにもかかわらず、申込みを行わなかった
子どもの保護者が実施した保活の内容（複数回答）

0 10 20 30 40 50 60 70

保育所に直接問い合わせたり、
説明会や見学に行ったりした

今年度の入園児募集に
関する情報を確認した

家族と保育施設の利用に
関する相談をした

66.0%

その他

職場に、保育施設の利用や
復職に関することを相談した

自治体の窓口に訪問や電話で
相談したり、質問したりした

25.0%

申込み書類の準備
（記入や提出が必要な
書類の取り寄せ、など）

41.6%

31.1%

22.4%

7.9%

0.4% （N=196（注2））

（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （2018年4月）

（N=281（注2））

（注1）ここで言う「保活」とは、子どもを保育施設に入所させるために保護者が行う一連の活動のことを指す
（注2）追加調査で回収したサンプルのうち、当該調査項目の回答対象であるサンプルを含めて集計

保育施設の利用希望があったのに申込みを行わなかっ
た子ども

保育施設の利用希望があったのに申込みを行わなかった子どものうち、
何らかの保活を実施した子ども
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アンケート調査結果⑤ 保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの背景

申込みを行わなかったが、自治体に相談したことがある人のうち7割が、
「利用できる可能性は低い」と言われた経験を持つ

21.7%

48.5%

25.2%

はっきりと言われた
経験がある

はっきりとではないが、
近い内容のことを言われた
経験がある

分からない・覚えていない

4.6%
言われた経験はない

自治体に相談した際、「あなたやお子さんの状況では利用できる可能性は低い」と言われた経験の有無

（N=63（注））

自治体への相談時に
「利用できる可能性は低い」
と言われた経験のある人

70.2%

（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （2018年4月）

（注）追加調査で回収したサンプルのうち、当該調査項目の回答対象であるサンプルを含めて集計

保育施設の利用希望があったのに申込みを行わなかった子どものうち、自治体に相談した経験がある子ども
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アンケート調査結果⑥ 保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの背景

今年4月から保育施設を利用したかったのに利用できなかった子どもの母親の
就労意欲は極めて高い

63.3%

22.6%

9.1%

すぐにでも就労したい

分からない

末子小学校入学よりも
前に就労したい

末子小学校入学
以降に就労したい

就労の希望はない

3.5%
1.5%

保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの母親（非就労）の就労意向
（N=135）

子どもが未就学のうちの
就労開始を希望する人

85.9%

（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （2018年4月）

保育施設の利用希望があったのに利用できていない子どもの母親（非就労）
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アンケート調査結果⑦ 保育施設を利用できなかったため育休を延長した母親の復職意向

保育施設を利用できなかった家庭の多くは、母親が育休を延長
保育施設を利用できれば育休を切り上げて復職する意向を持つ人が半数を超える

今年4月に保育施設が利用できなかったことを受けて
就労する母親が取った対応（複数回答） 育休を延長した母親の復職意向

0 10 20 30 40 50

子どもの祖父母や親戚、
知人にお願いすることにした

あなた（母親）が
育休を取得・延長した

配偶者が育休を
取得・延長した

4.5%

一時預かりやベビーシッター
などを利用することにした

幼稚園（通常の開園
時間）を利用することにした

あなたや配偶者が仕事を
しながら保育することにした

その他

48.4%

1.8%

15.3%

11.5%

13.3%

15.5%

幼稚園の預かり保育
を利用することにした 10.2% 54.5%38.0%

7.4%

保育施設を利用
できるのであれば、
出来るだけ速やかに
育休を終了して
復職したい

保育施設を利用
できるとしても、
育休期間を

切り上げてまで
復職したくはない

分からない

（N=103（注））

（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （2018年4月）

（注）追加調査で回収したサンプルのうち、当該調査項目の回答対象であるサンプルを含めて集計。また、左の設問で「その他」と回答したサンプルについて自由回答の内容に基づき選択肢「あなたが育休を取得・延
長した」へのつけ戻しを行っているが、該当サンプルは右の設問の回答対象外だったため、右の母数からは除外している。

(N=208（注））

保育施設の利用希望があったのに利用できていない
就労する母親の子ども

今年4月に保育施設が利用できなかったことを受けて、
母親が育休を取得・延長した子ども（母親）
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１．保育施設の利用や申込みの実態

２．女性就業率目標達成に必要な保育の受け皿量の推計

３．保育需要の長期推計
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労働力確保の観点からの必要保育の受け皿整備量推計における更新点

昨年の調査・推計以降に発表された最新の数値の反映と保育の受け皿の定義変更を
行った

昨年の調査・推計
以降に発表された
最新の数値の利用

前回推計（2017年5月発表） 今回推計

政府による
25 歳～44 歳の
女性就業率目標
（年次、目標値）

保育の受け皿（注）

整備量
（2017年度末見込み）

2020年に77%
(内閣府「第４次男女共同参画
基本計画」（2015年12月）)

2022年度末
（2023年）に80%
(政府資料「子育て安心プラン」

（2017年6月））

289.2万人分
(厚生労働省「待機児童解消加
速化プラン」（2016年9月）)

300.1万人分
(厚生労働省「【概要】待機児童の
解消に向けた取組の状況につい

て」（2017年9月）)

保育の受け皿の定義の変更
幼稚園の預かり保育
の利用を一部含む
（保護者の就労理由による
毎日利用の場合のみ含む）

幼稚園の預かり保育
の利用を含まない

①

②

（注）ここで言う「保育の受け皿」は、厚生労働省が発表する資料の定義における「保育の受け皿」を指す
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政府の女性就業率目標を達成するために期待される育児をしている女性の就業率の設定

政府目標である「女性の就業率80%」を2023年までに実現するためには、
育児をしている女性の就業率を75%まで引き上げる必要がある

（注1）平成24年就業構造基本調査結果を用いて、2022年末の25～44歳女性の育児実施率が2012年（平成24年）と同じと仮定して試算。
ここで言う「育児」とは、未就学児を対象とした育児を日常的に行っていることを指す。孫やおい・めい、きょうだいの世話は含まない。

（注2）育児をしていない女性の就業率は、政府資料「子育て安心プラン」に記載のスウェーデンの女性就業率（2013年）と同等まで上昇すると仮定
（注3）政府資料「子育て安心プラン」（2017年6月）

25～44歳女性の
育児の有無

【就業構造基本調査】（注1）

女性の育児の有無

33.4%

66.6%

■ 育児をしている
■ 育児をしていない

2023年の
25～44歳女性の
育児の有無別就業率
【NRI推計】（注2）

育児をしている女性の
就業状況

25.0%

75.0%

■ 仕事をしていない ■ 仕事をしている

育児をしていない女性の
就業状況
17.5%

82.5%

■ 仕事をしていない ■ 仕事をしている

2023年の
25～44歳女性の
就業率目標

【政府発表】（注2）

女性の就業状況（目標）

20.0%

80.0%

■ 仕事をしていない

■ 仕事をしている

スウェーデンの女性就業率
と同等まで上昇すると仮定

女性就業率80%を達成
するために必要な就業率
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推計結果 政府目標達成のために追加整備が必要な保育の受け皿量

女性就業率目標から推計した「追加で整備が必要な保育の受け皿」は27.9万人

国立社会保障・人口
問題研究所「日本の
将来推計人口（平成
29年推計）」より

×
2023年

未就学児童数

550.9万人

2023年
子育てをしている
女性の就業率

75.0%

25～44歳の女性就業
率80%、うち子育てをし
ていない女性の就業率
を82.5%（注3）と仮定
して算出

母親が就労していても
保育施設の利用
を希望しない
児童の割合
（注2）

平均13.4%

NRI「保育サービスに
関するアンケート」
（2018年4月）より

1－×

2023年に
親の就労に伴い保育の受け皿を必要とする児童数

360.0万人

2017年度末までに
整備された
保育の受け皿
（注1）

300.1万人

ー

厚生労働省「【概要】待機
児童の解消に向けた取組
の状況について」（平成29
年9月1日）より

政府が定めた女性就業率
目標達成のために、
追加で整備が必要な
保育の受け皿
59.9万人

=

（注1）厚生労働省定義の「保育の受け皿」を指す
（注2）アンケートで、「現在利用している保育施設はない」かつ「今年4月からの保育施設利用希望はなかった」かつ「今後について、就学するまで

保育施設を利用するつもりはない(幼稚園を利用する、保護者や祖父母等だけで育てる・世話をする、等)」を選択した子どもの割合。今後
も、「母親が就労していても保育施設の利用を希望しない児童」は、現在と同じ割合で発生すると仮定。また、実際には、年齢別の割合
（5.3～22.9%）を用いて推計した

（注3）政府資料「子育て安心プラン」に記載のスウェーデンの女性就業率（2013）を採用

「子育て安心
プラン」で予
定されている
整備量

32万人

左記に
加えて必要
な整備量

27.9万人

政府資料「子育
て安心プラン」
（2017年6月）
より
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【参考】 昨年の推計方法：政府目標を達成するために求められる育児をしている女性の就業率

政府目標である「25～44歳の女性の就業率77%」を2020年に実現すると仮定すると、
2020年の育児をしている女性の就業率を73%まで引き上げる必要がある

（注）就業率は、有業者（ふだん収入を得ることを目的として仕事をしている者）率を用いた。また、2020年の25～44歳の女性の
育児をしている女性としていない女性の比率は、2012年と同じと仮定して試算した。

現状（2012年）の25～44歳の女性就業状況
（就業構造基本調査より）

育児の有無

33.4%

66.6%

■ 育児をしている

■ 育児をしていない

育児をしている女性の
就業状況

47.6%

52.4%

育児をしていない女性の
就業状況

21.0%

79.0%

2020年に政府目標を達成すると仮定した場合の
2020年の25～44歳の女性就業率（NRI推計）

女性の就業状況

23.0%

77.0%

育児をしている女性の
就業状況

27.0%

73.0%

■ 仕事をしていない ■ 仕事をしている

育児をしていない女性の
就業状況

21.0%

79.0%

■ 仕事をしていない

■ 仕事をしている

育児をしていない女性の
就業率は一定と仮定

■ 仕事をしていない ■ 仕事をしている

■ 仕事をしていない ■ 仕事をしている ■ 仕事をしていない ■ 仕事をしている

第253回NRIメディアフォーラム
(2017年5月29日発表）資料
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【参考】 昨年の推計結果：政府目標達成のために追加整備が必要な保育の受け皿量

2020年時点で政府目標「25歳～44歳の女性就業率77%」を達成するために、
追加で整備が必要な保育の受け皿は88.6万人分

第253回NRIメディアフォーラム
(2017年5月29日発表）資料

国立社会保障・人口問
題研究所「日本の将来
推計人口（平成29年推
計）」より

×
2020年

未就学児童数

570.5万人

2020年
子育てをしている
女性の就業率

73.0%

政府目標より設定
（詳細は前ページ）

共働きでも
保育サービスの
利用を希望しない
児童の割合

9.0%（注2）

2017年1～2月にNRIが
実施したアンケート（注3）
の結果より

1－×

2020年に
親の就労に伴い保育サービスを必要とする児童数

377.8万人

国が2018年度まで
（2017年度末）
に整備する予定の
保育の受け皿
（注1）

289.2万人

ー

厚生労働省「待機児童解
消加速化プラン」（2016
年9月2日発表）より

政府が定めた女性
就業率目標を達成
するために、追加で
整備が必要な
保育の受け皿
88.6万人

=

（注1）厚生労働省定義の「保育の受け皿」を指す
（注2）全国平均値。実際には、地域別、年齢別の割合を用いて推計した
（注3）NRI「保育サービスに関するアンケート」（2017年1～2月）

【参考】
2016年の保育利用児童数は245.9万人
（出所）厚生労働省「待機児童解消加速化プラン」（2016年9月2日発表）
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１．保育施設の利用や申込みの実態

２．女性就業率目標達成に必要な保育の受け皿量の推計

３．保育需要の長期推計
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保育の受け皿充足が少子化解決にもたらす効果

2人以上の子どもを持ちたいとする母親は少なくない（第二子希望の母親：約8割）
0～2歳児の第一子を育てる母親の8割以上は、第二子出産への高い意欲を持つ

49.2%

10.9%

5.3%

9.1%

29.5%

24.9%

15.1%

6.0%

12.9%

33.3%

32.3%

31.0%

30.8%

47.2%

53.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8.4%

3人

1人

2人

4人
以上

とてもそう思う まあそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない

59.6%

58.7%

54.2%

40.6%

34.2%

29.1%

28.0%

28.2%

29.4%

29.7%

31.9%

32.3%

8.5%

11.5%

19.2%

18.8%

21.9%

3.8%

6.5%

4.9%

10.5%

15.1%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

6.6%

0歳

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

とてもそう思う 全くそう思わないあまりそう思わないまあそう思う

もう一人子どもを持ちたいか（現在の子どもの数別） もう一人子どもを持ちたいか（子どもの年齢別）

（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （2018年4月）

（1,764）

（413）

（93）

（1,419）

（336）

（413）

（360）

（263）

（196）

（197）

未就学児を持つ母親 未就学児を持つ母親（子ども一人）
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保育の受け皿充足が少子化解決にもたらす効果

就労する母親のみならず、現在は就労していない母親においても、
保育施設に入りやすくなることが「もう一人」を考える上でプラスに

（出所）NRI「保育サービスに関するアンケート調査」 （2018年4月）

39.7%

29.1%

24.9%

37.6%

36.0%

36.6%

15.2%

17.8%

22.2%

7.4%

17.1%

16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム
以外の就労

フルタイム
就労

非就労

とてもそう思う あまりそう思わないまあそう思う 全くそう思わない

希望する時期に保育施設に入りやすい環境が実現されることは、
もう一人の子を産み、育てることを考える上でプラスか
（母親の就労状況別）

希望する時期に保育施設に入りやすい環境が実現されることは、
もう一人の子を産み、育てることを考える上でプラスか
（母親の就労状況別）

40.5%

35.3%

32.4%

39.3%

34.9%

41.9%

14.2%

17.2%

17.5%

5.9%

12.6%

8.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非就労

フルタイム
就労

フルタイム
以外の就労

あまりそう思わないとてもそう思う まあそう思う 全くそう思わない

（972）

（912）

（1,804）

（518）

（358）

（888）

未就学児を持つ母親 未就学児を持つ母親（子ども一人）
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保育需要の長期推計

2023年までに必要とされる保育の受け皿量は、15年後も利用者が見込める量である

保育の受け皿充足は、「もう一人子どもを持つこと」にプラスの効果が見込めることから、保育の受け皿充足が実現す
れば、それ以降の出生率上昇が期待できる

仮に、出生率が、国立社会保障・人口問題研究所の出生高位推計の前提（1.65）まで上昇した場合、保育の
受け皿が充足した以降（2023年以降）、少なくとも15年間は2022年度末と同等の保育需要が維持される

（万人）

親の就労に伴い保育の受け皿を必要とする未就学児童数の推移

徐々に出生率が上がり、出生高位推計の前提出生率（1.65）を達成した場合の
保育の受け皿を必要とする未就学児童数

出生中位推計の前提出生率（1.44）の場合の
保育の受け皿を必要とする未就学児童数

2023年より段階的に出生率が1.44から1.65に上昇すると仮定
（女性就業率は80%を維持すると仮定）

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」等を用いて、NRI推計
（注）死亡率は、いずれも死亡中位推計の前提を使用。前年10月1日時点の人口推計を使用して推計

360
万人

353
万人

2022年度末
女性就業率80%に対応できる
保育の受け皿整備が完了
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【参考】未就学児童数の推計

今後、出生率が1.65まで上昇すれば、未就学児童人口の急激な減少は回避可能

未就学児童（0～5歳）人口の推計

（注）前年10月1日時点の人口推計を使用して推計
（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」を用いて、NRI推計
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2023年より段階的に出生率が1.44から1.65に上昇し、その後出生率が1.65を維持すると仮定した場合

出生率1.44が続くと仮定した場合

総人口で
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59.9万人分（「子育て安心プラン」による32万人分を含む）の保育の受け皿追加整備によって、就労可能となる
保護者の数は、46.1万人と推計される（注1）。その多くは女性と想定される

子育てをしている女性にとって、保育の充足は雇用・就労の安定と密接であり、新たな就業者46.1万人は安定雇
用（≒正規職）に就くことが可能となると考えられる

46.1万人が正規職に就くと仮定した場合、 59.9万人分の保育の受け皿追加整備によって増える新たな就業者
による所得増大効果は1.9兆円と推計される（注2）

所得増大効果1.9兆円は、安定雇用の上に実現したものであることを踏まえると、その大半が消費に回ると仮定でき
ることから、派生効果を含めると、 59.9万人分の保育の受け皿追加整備による全体の経済効果は3.8兆円程度
になる可能性がある（注3）

したがって、保育の受け皿の追加整備に係る費用は、労働力の確保（46.1万人）と経済成長（3.8兆円）と
いう確実なリターンが期待できる投資であると考えられる

なお、「子育て安心プラン」による32万人分に加えて、追加で必要な27.9万人分の保育の受け皿整備にかかる
費用は、約4,000億円、運営費は年間約2,900億円と試算される（注4）

保育の受け皿の追加整備に係る費用は、
労働力の確保と経済成長という確実なリターンが期待できる投資である

保育の受け皿整備による経済効果

（注1）平成27年国勢調査より、保護者1人あたりの児童数を1.3人と仮定して試算
（注2）平成28年賃金構造基本統計調査より、25~44歳の女性正規職年収412.7万円と仮定して試算
（注3）所得の5割が消費に回ると仮定し、乗数効果は2倍として試算
（注4）平成30年度社会保障関係予算より試算。すべてを保育施設に相当するもので整備すると仮定した場合
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まとめと提言

持続的な経済成長実現のために有効な手段 “保育の受け皿整備”
～保育の受け皿整備は、労働力の確保と出生率の向上を同時に実現～

労働力人口の減少を背景に、政府が定めている女性の就業率目標を達成するためには、どの程度の
保育の受け皿が必要なのかという視点で、今後整備が必要な保育の受け皿量を推計

政府目標（女性就業率80%）達成のためには、「子育て安心プラン」による
32万人分に加えて、あと27.9万人が利用できる保育の受け皿が必要

保護者へのアンケートによると、保育の受け皿充足による出生率上昇効果は十分期待できる

2022年度末に保育の受け皿充足が実現することで、仮に、その後の出生率が
1.65(注)まで徐々に上昇した場合、2023年以降少なくとも15年間は、保育需要が
維持される

人口減少社会において、労働力を確保し、出生率を上げることは、我が国が持続的な経済成長を実
現する上で極めて重要な課題

保育の受け皿整備が、労働力の確保に加えて、出生率の上昇にも寄与すること踏
まえ、引き続き、財源の確保を含め、必要な保育の受け皿量整備に関する議論の
進展を期待したい

（注）国立社会保障・人口問題研究所が行う「将来推計人口」の出生高位仮定で用いられている出生率の値
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